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(57)【要約】
【課題】電子写真装置用ブレードのポリウレタン樹脂製
のブレード部材を個別に間欠的に製造する方法を提供す
る。
【解決手段】少なくとも一つの成型溝を形成した成型ド
ラム、それに当接したエンドレスベルトを用いたブレー
ド部材の製造装置を用い、該成型溝は、成型されるブレ
ード部材の大きさ形状を有しており、かつ、成型ドラム
回転方向に対して平行又は直交して設けられており、ポ
リウレタン樹脂原料はエンドレスベルト上にブレード部
材相当量が間欠的に吐出され、成型ドラムの回転に伴い
、該原料が成型溝とエンドレスベルトに挟まれ、さらに
そこで加熱硬化されてブレード部材となり、さらに、成
型ドラムが回転し、ブレード部材の脱型位置で脱型手段
により取り出される。なお、ポリウレタン樹脂原料の吐
出及びブレード部材の脱型は成型溝の位置を検出して行
われる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外周面に成型溝を有する成型ドラムと該成型ドラムの外周面に当接するエンドレスベル
トで形成されるブレード部材成型金型を用い、該金型内でポリウレタン樹脂原料を硬化さ
せる電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造方法であって、
　該成型溝は、少なくとも該ブレード部材の寸法を有する形状であり、かつ、成型ドラム
の回転方向と長手方向が同じか直交する様に少なくとも１つ形成されており、
　エンドレスベルト上の成型ドラムと当接する上流側で、移動に伴って成型ドラムと当接
する際に成型ドラム上の成型溝と同期する位置のベルト上にポリウレタン樹脂原料が間欠
的に供給され、
　該間欠的に供給されたポリウレタン樹脂原料が、成型ドラム及びエンドレスベルトの移
動に伴い、成形溝とエンドレスベルトで形成されるブレード部材成型金型中で、成型ドラ
ムの回転と共に加熱硬化され、
　かつ、該ポリウレタン樹脂原料が、少なくとも、
（Ａ）ポリイソシアネート、
（Ｂ）数平均分子量が１０００乃至４０００のアジペート系ポリエステルポリオール、
（Ｃ）分子量２００以下の鎖延長剤、及び、
（Ｄ）ウレタン硬化用触媒として、イソシアヌレート化触媒２０乃至５００ｐｐｍとウレ
タン化触媒２００乃至１５００ｐｐｍ
を含み、かつ、その粘度が５００乃至３０００ｍＰａ・ｓである
ことを特徴とする電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造方法。
【請求項２】
　前記ポリウレタン樹脂原料が間欠的に供給される位置が、前記成型ドラムと前記エンド
レスベルトとが当接開始点からエンドレスベルトの移動方向の上流側に５ｍｍ以上、３５
０ｍｍで、垂直上方に５ｍｍ以上、２００ｍｍ以内にあることを特徴とする請求項１に記
載の電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造方法。
【請求項３】
　前記ポリウレタン樹脂原料が、さらに、前記（Ｂ）アジペート系ポリエステルポリオー
ルの数平均分子量より小さく、前記（Ｃ）鎖延長剤の分子量よりも大きい、数平均分子量
を有する（Ｅ）ポリオールを含有する請求項１又は２に記載の電子写真装置用ブレードの
ブレード部材の製造方法。
【請求項４】
　前記ポリウレタン樹脂原料に含まれる、前記（Ｂ）アジペート系ポリエステルポリオー
ルの質量に対する前記（Ｅ）ポリオールの質量比率（Ｅ）／（Ｂ）が、０．０２乃至０．
６０であり、かつ、混合したポリオールでの数平均分子量が１０００乃至３０００である
請求項３に記載の電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造方法。
【請求項５】
　少なくとも前記成型ドラム及び又は前記エンドレスベルトのポリウレタン樹脂原料が接
触する部分が離型処理されている請求項１乃至４のいずれか１項に記載の電子写真装置用
ブレードのブレード部材の製造方法。
【請求項６】
　前記電子写真装置用ブレードが現像剤量規制ブレードであり、そのブレード部材を製造
する前記成型溝の底面の、少なくとも、製造されたブレード部材を現像剤量規制ブレード
としたときに該ブレード部材が現像剤担持体と当接する部分に相当する部分が粗面処理さ
れている請求項１乃至５のいずれか１項に記載の電子写真装置用ブレードのブレード部材
の製造方法。
【請求項７】
　外周面に成型溝を形成した成型ドラムと該成型ドラムの外周面に当接されたエンドレス
ベルトを用いた電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造装置であって、
　該成型溝は、長手方向を成型ドラムの回転方向と平行或いは直交にしたブレード部材の
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形状で、少なくとも１つ設けられており、
　ポリウレタン樹脂原料の計量・混合・攪拌手段の吐出口は、該エンドレスベルト上にポ
リウレタン樹脂原料が吐出できるように、成型ドラムとエンドレスベルトが当接開始点よ
りエンドレスベルトの移動方向の上流側で、エンドレスベルトの移動及び成型ドラムの回
転により、該成型溝に対向する位置の垂直上方に設けられ、
　該エンドレスベルトは、駆動ロール対、ガイドロール及びテンションロールにかけまわ
され、該成型ドラムと当接されて、該成型溝とブレード部材を成型するための成型金型を
形成しており、
　該エンドレスベルトが該成型ドラムから離れる位置に、該成型金型中で加熱硬化されて
形成されたブレード部材を成型ドラムから脱型する脱型手段が設けられている
ことを特徴とする電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造装置。
【請求項８】
　前記成型ドラム及び又は前記エンドレスベルトは、少なくとも、ポリウレタン樹脂原料
と接触する部分が離型処理されている請求項６に記載の電子写真装置用ブレードのブレー
ド部材の製造装置。
【請求項９】
　前記電子写真装置用ブレードが現像剤量規制ブレードであり、そのブレード部材の製造
装置の前記成型溝の底面の、少なくとも、製造されたブレード部材を現像剤量規制ブレー
ドとしたときに該ブレード部材が現像剤担持体と当接する部分に相当する部分が粗面処理
されている請求項６又は７に記載の電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真複写機、レーザービームプリンタ、ファクシミリ等の電子写真プロ
セスを利用した画像形成装置に使用されるクリーニングブレード、現像剤量規制ブレード
等の電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造方法及び製造装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、電子写真複写機、レーザービームプリンタ、ファクシミリ等の電子写真装置
の画像形成工程における現像装置として、以下の装置が用いられている。現像剤（トナー
）を蓄える現像剤容器の開口部に一部を露出して設けられたローラなどの現像剤担持体と
、この現像剤担持体の表面に当接するゴム材などで形成されたブレード部材を備えた現像
剤量規制ブレードとを有する装置である。
【０００３】
　また、電子写真装置の感光体クリーニング工程におけるクリーニング装置としては、支
持体にブレード部材が接合されたクリーニングブレードが用いられている。これは、記録
用紙に転写を行った後、感光体上に残存するトナーを除去して繰り返し転写を行うためで
ある。
【０００４】
　現像剤量規制ブレードは、一般に、ゴム板、金属製薄板、樹脂板及びこれらの積層体か
ら形成されている。現像剤量規制ブレードは使用する現像剤によって種類が選択される。
一般的に使用される現像剤量規制ブレードとして、現像剤担持体に圧接されるブレード部
材と、このブレード部材を所定の位置に支持する支持部材とから作製されるものがある。
このブレード部材には、耐磨耗性等の機械的特性に優れていることから、ポリウレタン樹
脂が通常使用されている。
【０００５】
　クリーニングブレードは、装置等にブレードを取り付けるための金属製の支持部材と、
その支持部材に弾性体からなるブレード部材が一体化して形成されている。該ブレード部
材には、耐磨耗性や永久歪みに優れていることから、ポリウレタン樹脂が通常使用されて
いる。
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【０００６】
　このようなポリウレタン樹脂製のブレード部材を備える電子写真装置用ブレードは、従
来下記の製造方法で製造されている。
【０００７】
　一つは、遠心成型法でポリウレタン樹脂の円筒状シートを作製し、これを所定寸法に切
り出して、ブレード部材を得て、次いで、所定の支持部材に接着剤等で接着して電子写真
装置用ブレードを製造する方法である。遠心成型法とは、円筒金型にポリウレタン樹脂原
料を入れ、高速で回転させて遠心力により内周面にポリウレタン樹脂原料層を形成し、そ
の層を加熱硬化して、薄肉円筒状のシートを成型する方法である。こうして得られた円筒
状のシートは円筒金型から取り出し、必要に応じて二次架橋を行い、ブレード部材のシー
トとされる。このシートを目的に応じた所定寸法・形状に切断することにより、ブレード
部材とされ、その一側縁部を支持部材に接着剤などによって接着することにより、最終製
品としてクリーニングブレードや現像剤量規制ブレードが完成する。
【０００８】
　二つ目の方法として、型成型法がある。予め接着剤等を塗布した支持部材を分割金型内
にセットし、ポリウレタン樹脂原料を分割金型内に注入し、そこで加熱硬化して、支持部
材とブレード部材を一体に成型する方法である。その後、分割金型を開放して成型体を取
り出す。エッジ（稜線）精度を確保するため、成型後に切断する場合もある。
【０００９】
　これらの方法には、次のような改善すべき点がある。まず、遠心成型法ではバッチ処理
になり、連続自動化が困難である。また、型成型法では、大量生産には相当数の金型を準
備する必要があり、硬化炉も必要になる。その結果、装置全体が大きくなり、スペースの
確保、装置コストの増加につながる。
【００１０】
　従来のポリウレタン樹脂シートを連続的に成型する方法として、熱硬化型ポリウレタン
樹脂原料を、水平に保持され、加熱された断面凹状の連続した成形用溝を有する成形ドラ
ムの該溝に吐出し、加熱、加圧して一定幅で連続成型する方法がある（特許文献１）。そ
して、連続成型されたポリウレタン樹脂シートを所定長さに切断することによって、ブレ
ード部材が連続して製造される。この技術では、連続的に電子写真装置用ブレード部材を
成型することが可能であり、製造工程の自動化が容易で、簡略化でき、設備コストを安く
できるとしている。
【００１１】
　近年、電子写真の技術分野でもコスト競争が加速し、より生産性を向上した製造方法で
コストダウンが求められている。ポリウレタン樹脂を使用する電子写真装置用ブレード部
材も、より速い硬化時間の処方にすることにより生産効率の向上と、装置の小型化が求め
られている。
【００１２】
　しかし、硬化時間の速いポリウレタン樹脂の原料組成物を使用した場合、加熱された成
型ドラムの成形用溝内に注入すると、成型ドラムに接触した直後から該樹脂原料は硬化が
開始する。このため、その後接触するエンドレスベルト接触面との間に硬化タイミングに
差が生じて、硬化ムラが発生する。その結果、ひけ等の外観上の模様発生、気泡の混入等
が発生し、電子写真装置用のブレード部材として、機能を満足しない成型体になってしま
う可能性がある。
【００１３】
　さらに、硬化時間の速いポリウレタン樹脂の原料を使用した場合、加熱された成型ドラ
ムの成型溝内で、エンドレスベルトと挟み込む前に硬化が進行してしまうおそれがある。
この際は、硬化が進み、半硬化状態で、エンドレスベルトで挟み込んでも、均一な、所定
の厚みを有するポリウレタン樹脂シートが得られない可能性がある。
【００１４】
　そのために、エンドレスベルトの背面から加圧して、成型ドラムにエンドレスベルトを
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押し付けるための背面加圧装置が設けられることがある。そして、この効果として、成型
ドラムの外周面に対する加圧力がエンドレスベルトの加圧力だけで不足する場合に、加圧
装置により加圧力を加えることができるとしている。なお、エンドレスベルトの背面から
加圧する背面加圧装置を備えた成型装置が特許文献２にも開示されているが、上記問題に
ついては、何ら考慮されていない。
【００１５】
　また、連続成型されたポリウレタン樹脂シートをブレード部材にするには、成型ドラム
からはがした帯状のシートを切断装置へ搬送することが必要であり、この搬送に際して、
該シートの変形、歪みなどの不良が発生する可能性がある。帯状シートの搬送には、装置
が高価となり、帯状のシート搬送などの自動化が複雑となってしまう場合がある。
【００１６】
　以上から、電子写真装置用のブレード部材が、連続的に、工数が少なく効果的に、個別
の形状で製造する、より優れた連続自動化方法が望まれていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１７】
【特許文献１】特許第２６４５９８０号公報
【特許文献２】特許平１０－１５９６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１８】
　したがって、本発明の課題は、硬化時間の速いポリウレタン樹脂原料を使用しても、硬
度等の物性のムラが少なく、外観上の模様や気泡混入の発生も殆どない、高品質なブレー
ド部材を、個別に、間欠的に、連続製造する方法を提供することである。また、本発明の
課題は、該製造方法に用いうる、生産効率が高く、自動化が容易な構造で設備コストも安
い製造装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明は、
　外周面に成型溝を有する成型ドラムと該成型ドラムの外周面に当接するエンドレスベル
トで形成されるブレード部材成型金型を用い、該金型内でポリウレタン樹脂原料を硬化さ
せる電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造方法であって、
　該成型溝は、少なくとも該ブレード部材の寸法を有するブレード部材形状であり、かつ
、成型ドラムの回転方向と長手方向が同じか直交する様に少なくとも１つ形成されており
、
　エンドレスベルト上の成型ドラムと当接する上流側で、移動に伴って成型ドラムと当接
する際に成型ドラム上の成型溝と同期する位置のベルト上にポリウレタン樹脂原料が間欠
的に供給され、
　該間欠的に供給されたポリウレタン樹脂原料が、成型ドラム及びエンドレスベルトの移
動に伴い、成形溝とエンドレスベルトで形成されるブレード部材成型金型中で、加熱硬化
され、
　かつ、該ポリウレタン樹脂原料が、少なくとも、
（Ａ）ポリイソシアネート、
（Ｂ）数平均分子量が１０００乃至４０００のアジペート系ポリエステルポリオール、
（Ｃ）分子量２００以下の鎖延長剤、及び、
（Ｄ）ウレタン硬化用触媒として、イソシアヌレート化触媒２０乃至５００ｐｐｍとウレ
タン化触媒２００乃至１５００ｐｐｍ
を含み、かつ、その粘度が５００乃至３０００ｍＰａ・ｓである
ことを特徴とする電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造方法
である。
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【００２０】
　また、本発明は、
　外周面に成型溝を形成した成型ドラムと該成型ドラムの外周面に当接されたエンドレス
ベルトを用いた電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造装置であって、
　該成型溝は、長手方向を成型ドラムの回転方向と平行或いは直交にした、少なくとも１
つブレード部材の形状で設けられており、
　ポリウレタン樹脂原料の計量・混合・攪拌手段の吐出口は、該エンドレスベルト上にポ
リウレタン樹脂原料が吐出できるように、成型ドラムとエンドレスベルトが当接開始点よ
りエンドレスベルトの移動方向の上流側で、エンドレスベルトの移動及び成型ドラムの回
転により、該成型溝に対向する位置の垂直上方に設けられ、
　該エンドレスベルトは、駆動ロール対、ガイドロール及びテンションロールにかけまわ
され、該成型ドラムと当接されて、該成型溝とブレード部材を成型するための成型金型を
形成しており、
　該エンドレスベルトが該成型ドラムから離れる位置に、該成型金型中で加熱硬化されて
形成されたブレード部材を成型ドラムから脱型する脱型手段が設けられている
ことを特徴とする電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造装置
である。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明により、硬化時間の速いポリウレタン樹脂原料を使用しても、硬度等物性のムラ
が少なく、外観上の模様や気泡混入の発生が低減した、高品質な電子写真装置用ブレード
用のブレード部材を個別に間欠的に成型することができる。また、本発明により、生産効
率が高く、自動化が容易な構造で設備コストも安くできる製造装置を提供することができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明のブレード部材の製造に用いる装置の一例の概略図である。
【図２】上記装置における、成型ドラムの成型溝とエンドレスベルトとに囲まれた空間（
ブレード部材成形金型）を示す断面図である。
【図３】上記装置における、成型ドラムに形成されている成型溝の例を示す断面図である
。
【図４】上記装置における、成形溝の設けられた成型ドラムの例を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明を詳述する。
【００２４】
　本発明は、成型溝を有する成型ドラム及びこの成型ドラムに当接するエンドレスベルト
で形成される成型金型を用いる、電子写真装置用ブレードの製造に用いられる、ポリウレ
タン樹脂製のブレード部材の製造方法に係る。
【００２５】
　ポリウレタン樹脂原料としては、従来から用いられているポリウレタン樹脂原料であれ
ばいずれでも使用可能であるが、本発明では、硬化時間の早いポリウレタン樹脂原料を用
いる場合に好適な製造方法である。
【００２６】
　従って、本発明では、ポリウレタン樹脂原料は、少なくとも下記（Ａ）乃至（Ｄ）から
なり、かつ、その粘度が５００乃至３０００ｍＰａ・ｓであるものを用いる。
（Ａ）ポリイソシアネート。
（Ｂ）数平均分子量１０００乃至４０００のアジペート系ポリエステルポリオール。
（Ｃ）分子量２００以下の鎖延長剤。
（Ｄ）ウレタン硬化用触媒として、イソシアヌレート化触媒２０乃至５００ｐｐｍとウレ
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タン化触媒２００乃至１５００ｐｐｍ。
【００２７】
（Ａ）ポリイソシアネート
　成分（Ａ）である、ポリイソシアネートとしては、従来から、ブレード部材に用いられ
るものならば支障なく使用でき、具体的には以下のものを挙げることができる。例えば、
４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（４，４’－ＭＤＩ）、イソホロンジイソ
シアネート（ＩＰＤＩ）、４，４’－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート（水添Ｍ
ＤＩ）、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート（ＴＭＨＤＩ）、トリレンジイソシ
アネート（ＴＤＩ）、カルボジイミド変性ＭＤＩ、ポリメチレンポリフェニルポリイソシ
アネート（ＰＡＰＩ）、オルトトルイジンジイソシアネート（ＴＯＤＩ）、ナフチレンジ
イソシアネート（ＮＤＩ）、キシレンジイソシアネート（ＸＤＩ）、ヘキサメチレンジイ
ソシアネート（ＨＭＤＩ）、パラフェニレンジイソシアネート（ＰＤＩ）、リジンジイソ
シアネートメチルエステル（ＬＤＩ）、ジメチルジイソシアネート（ＤＤＩ）等。これら
の中では、４，４’－ＭＤＩを用いることが好ましい。また、これらは、単独で用いても
、２種以上を混合して用いてもよい。
【００２８】
（Ｂ）アジペート系ポリエステルポリオール
　成分（Ｂ）であるアジペート系ポリエステルポリオールは、数平均分子量Ｍｎが１００
０乃至４０００のものであればいずれでも使用できる。アジペート系ポリエステルポリオ
ールの具体例として、以下のものを挙げることができる。ポリエチレンアジペートエステ
ルポリオール、ポリブチレンアジペートエステルポリオール、ポリヘキシレンアジペート
エステルポリオール、ポリエチレン－プロピレンアジペートエステルポリオール、ポリエ
チレン－ブチレンアジペートエステルポリオール、ポリエチレン－ネオペンチレンアジペ
ートエステルポリオール等。これらは、単独で又は２種以上を混合して用いることができ
る。
【００２９】
　成分（Ｂ）のポリオールは、数平均分子量が１０００未満であると、ポリウレタン樹脂
を構成するポリオール成分全体の数平均分子量が小さくなり、得られるポリウレタン樹脂
の物性が低くなる。また、数平均分子量が４０００以上であると、成型物の表面にひけ模
様が発生したり、硬化ムラが発生したりしやすくなる。
【００３０】
　本発明では、成分（Ｂ）のポリオールは、成分（Ａ）のポリイソシアネートと予め反応
させて、イソシアネート末端のプレポリマーとして用いることが好ましい。
【００３１】
（Ｃ）鎖延長剤
　成分（Ｃ）として、鎖延長剤を使用する。そして、該鎖延長剤は分子量が２００以下の
ものである。具体的には、例えば、次のようなグリコールが使用される。エチレングリコ
ール（ＥＧ）、ジエチレングリコール（ＤＥＧ）、プロピレングリコール（ＰＧ）、ジプ
ロピレングリコール（ＤＰＧ）、１，４－ブタンジオール（１４ＢＤ）、ヘキサンジオー
ル（ＨＤ）、１，４－シクロヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、
ｐ－キシリレングリコール（テレフタリルアルコール）、トリエチレングリコール等。ま
た、グリコールの他に、その他の多価アルコールも使用することができる。このような多
価アルコールとしては、例えば、トリメチロールプロパン、グリセリン、ペンタエリスリ
トール、ソルビトール等が挙げられる。これらは、単独で又は２種以上を混合して用いる
ことができる。
【００３２】
　成分（Ｃ）の鎖延長剤は、上記したようにその分子量は２００以下である。該分子量が
２００を超えると、ハードセグメントの凝集が少なくなり、物性が低下するため電子写真
装置用のブレード部材として必要な特性を得られない場合がある。
【００３３】
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（Ｄ）ウレタン硬化用触媒
　成分（Ｄ）であるウレタン硬化用触媒として、イソシアヌレート化触媒及びウレタン化
触媒を併用する。なお、それらの配合量は、質量基準で、イソシアヌレート化触媒２０乃
至５００ｐｐｍ、ウレタン化触媒２００乃至１５００ｐｐｍである。
【００３４】
　イソシアヌレート化触媒によって、反応硬化時間の短縮を図り、成型装置の小型化、装
置コストダウン、生産効率の向上が可能になる。また、感温性を持たせることによって、
室温では反応を遅らせ、加温によって硬化を進行させて効率的な硬化反応を進める。さら
に、ウレタン化触媒を併用することにより、電子写真装置用ブレード部材として必要な特
性を有しているウレタン樹脂を得ることが可能になる。
【００３５】
　イソシアヌレート化触媒が２０ｐｐｍ未満であると、ポリウレタン樹脂原料が硬化する
までに長時間を要し、装置の大型化・装置のコスト増加につながる。また、イソシアヌレ
ート化触媒が５００ｐｐｍより多いとポリウレタン樹脂原料を混合攪拌している最中から
硬化が始まり、ポリウレタン樹脂原料のエンドレスベルト上への供給口に汚れが発生し、
異物の混入、模様の発生等の不具合が発生する場合がある。なお、ポリウレタン樹脂原料
中のイソシアヌレート化触媒の配合量は、５０乃至３００ｐｐｍであることが、より好ま
しい。
【００３６】
　更に、ウレタン化触媒が２００ｐｐｍ未満であると、ポリウレタン組成物中のウレタン
化反応の割合減少し、電子写真装置用ブレード部材として必要な物性が得られなくなる場
合がある。また、反応ムラが生じ、表面に模様が発生してしまう。ウレタン化触媒が１５
００ｐｐｍより多いとポリウレタン樹脂原料を混合攪拌している最中に硬化が始まり、ポ
リウレタン樹脂原料のエンドレスベルト上への供給口の汚れが発生し、異物の混入、模様
の発生等の不具合が発生する。なお、ポリウレタン樹脂原料中のウレタン化触媒の配合量
は、３００乃至１０００ｐｐｍであることが、より好ましい。
【００３７】
　イソシアヌレート化触媒としては、例えば、第３級アミン、テトラアルキルアンモニウ
ムのハイドロオキサイドや有機弱酸塩、ドロキシアルキルアンモニウムのハイドロオキサ
イドや有機弱酸塩、カルボン酸の金属塩またはその混合物などが使用可能である。具体的
には、第３級アミンとして、Ｎ－エチルピペリジン、Ｎ，Ｎ’－ジメチルピペラジン、Ｎ
－エチルモルフォリン等が挙げられる。また、テトラアルキルアンモニウムとしては、テ
トラメチルアンモニウム、テトラエチルアンモニウム、テトラブチルアンモニウム等があ
る。さらに、ヒドロキシアルキルアンモニウムとしては、トリメチルヒドロキシプロピル
アンモニウム、トリエチルヒドロキシプロピルアンモニウム等がある。そして、カルボン
酸としては、酢酸、プロピオン酸、酪酸、カプロン酸、カプリン酸、吉草酸、オクチル酸
、ミリスチン酸、ナフテン酸等を挙げることができる。これらの中では、加温によって硬
化反応が開始される感温性を持ち、成型後にブルームして他のパーツに影響を及ぼすこと
のないカルボン酸の金属塩が好ましい。これらは、単独で又は２種以上を混合して用いる
ことができる。
【００３８】
　また、ウレタン化触媒としては、一般に用いられるポリウレタン硬化用の触媒を使用す
ることができ、例えば三級アミン触媒が挙げられる。ジメチルエタノールアミン等のアミ
ノアルコール、トリエチルアミン等のトリアルキルアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラ
メチル－１，３－ブタンジアミン等のテトラアルキルジアミン、トリエチレンジアミン、
ピペラジン系、トリアジン系などを例示できる。また、通常、ウレタンに用いられる金属
触媒でもよく、ジブチル錫ジラウレートなどを例示することができる。これらは、単独で
又は２種以上を混合して用いることができる。
【００３９】
（粘度）
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　また、本発明では、ポリウレタン樹脂原料は、混合攪拌後の粘度が５００乃至３０００
ｍＰａ・ｓであることが必要である。すなわち、該粘度が５００ｍＰａ・ｓ未満ではエン
ドレスベルト上に配置する時点で、流動性が高いため、エンドレスベルト上で流れて広が
ってしまいやすい。従って、後に成型ドラムと接触しても成型ドラムの成型溝を充満でき
ずブレード部材として必要な形状、厚みを得られなくなってしまう場合がある。一方、粘
度が３０００ｍＰａ・ｓより大きいと、ポリウレタン樹脂原料の流動性が低すぎるため、
成型溝へ上手く広がらず、これもまたブレード部材として必要な形状、厚みが得られない
場合がある。エンドレスベルト上での流れ性、成型溝への充填性の観点から、ポリウレタ
ン樹脂原料の粘度がより良好なのは、混合攪拌後の粘度は８００乃至２０００ｍＰａ・ｓ
である。
【００４０】
（Ｅ）他のポリオール
　本発明では、ポリウレタン樹脂原料は、成分（Ｃ）として分子量２００以下の鎖延長剤
と成分（Ｂ）として数平均分子量１０００乃至４０００のポリオールという分子量の差が
あるものを含んでいる。このように分子量差が大きい成分を成分（Ａ）であるポリイソシ
アネートと反応させると、反応が不均一になる場合があり、その結果、硬化ムラ等による
表面模様が発生する可能性がある。
【００４１】
　そこで、本発明では、ポリウレタン樹脂原料には、成分（Ｂ）のポリオールの数平均分
子量より小さく、成分（Ｃ）の鎖延長剤の分子量より大きい数平均分子量を有するポリオ
ールを、成分（Ｅ）として含有させることがより好ましい。成分（Ｅ）として、成分（Ｂ
）のポリオールと成分（Ｃ）の鎖延長剤の間の数平均分子量を持つ、他のポリオールを導
入することにより、分子量の差が多段階的にできる。このため、感温性触媒を使用し反応
がより急激な場合でも、収縮ムラからくる表面模様の発生を抑制できて、良好な性能のブ
レード部材を得ることができる。
【００４２】
　成分（Ｅ）である他のポリオールとしては、上記条件にあるならば、いずれのポリオー
ルでも使用可能である。具体的には、以下のものを挙げることができる。ポリエチレンア
ジペートエステルポリオール、ポリブチレンアジペートエステルポリオール、ポリヘキシ
レンアジペートエステルポリオール、ポリエチレン－プロピレンアジペートエステルポリ
オール、ポリエチレン－ブチレンアジペートエステルポリオール、ポリエチレン－ネオペ
ンチレンアジペートエステルポリオール等。これらのポリオールは単独で又は２種以上を
混合して用いることができる。また、成分（Ｅ）である他のポリオールとして、ポリエチ
レングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコールなどのポリ
エーテルも用いることができる。これらは、単独で又は２種以上を混合して用いることも
できる。
【００４３】
（成分（Ｂ）のポリオールと成分（Ｅ）の他のポリオールの比と混合物の分子量）
　ポリウレタン樹脂原料に含有される（Ｅ）他のポリオールの（Ｂ）ポリオールに対する
質量比（（Ｅ）／（Ｂ））は０．０２乃至０．６０であることが好ましい。該質量比が０
．０２以上であると、（Ｅ）他のポリオールにより（Ｃ）鎖延長剤と（Ｂ）ポリオールと
の間の分子量の差を効果的に段階的にできるため、収縮ムラに起因する表面模様を抑制す
る効果がより向上する。また、該質量比が０．６０以下であると、（Ｂ）ポリオールに比
べて数平均分子量が小さい（Ｅ）他のポリオールの比率が好適であるため、得られるポリ
ウレタン樹脂の物性がブレード部材としてより好ましい物性を有する傾向になる。
【００４４】
　また、（Ｂ）ポリオールと（Ｅ）他のポリオールを合わせたポリオール全体（混合物）
での数平均分子量が１０００乃至３０００であることが好ましい。該数平均分子量が１０
００以上にあると、得られるポリウレタン樹脂が、電子写真装置用ブレード部材としてよ
り好適な物性を有する。また、該数平均分子量を３０００以下とすると、プレポリマーの
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粘度が低くなり、成型ドラムの成型溝とエンドレスベルトによって形成される成型金型へ
の流れ性がより良くなる。
【００４５】
［電子写真装置用ブレードのブレード部材の製造装置］
　図１に、電子写真装置用ブレードのブレード部材を製造するのに適した装置の一例を示
す。
【００４６】
　本製造装置は、外周にブレード部材の形状及び厚みに相当する成型溝２３を少なくとも
１つ有する成型ドラム１８及び該成型ドラム１８の少なくとも半周に当接するように設け
られたエンドレスベルト１９からなる。図２に示すように成型ドラム１８とエンドレスベ
ルト１９から形成される空間（成型溝２３）がブレード部材成型金型となる。そして、そ
の形状は図３の部分断面図に示すように、（ａ）深さ方向に矩形であっても、（ｂ）外に
向かって開いたテーパー形状（台形）であってもかまわない。なお、成型溝２３は、図４
に示すように、ブレード部材の長手方向を成型ドラム１８の回転方向に対して（ａ）平行
あるいは（ｂ）直交する方向に設ける。そして、成型溝２３は、成型ドラム１８の大きさ
、硬化時間等により適宜に設定できるが、成型ドラムの回転方向に長手方向を平行にした
場合は３乃至１５個、直交する場合は４乃至６０個程度とするのが、装置の大きさ、運転
性等から好ましい。
【００４７】
　エンドレスベルト１９が移動と共に成型ドラム１８に当接する上流の成型溝２３と相当
するエンドレスベルト１９の位置に、ポリウレタン樹脂原料を供給できるように吐出口１
６ａが設けられたポリウレタン樹脂原料の計量・混合・攪拌装置を有する。なお、吐出口
１６ａはエンドレスベルト１９上にポリウレタン樹脂原料が装置の運転に同期して間欠的
に吐出されるようになっている。そして、該吐出口１６ａは、成型溝２３の方向に対応し
てポリウレタン樹脂原料がエンドレスベルト１９上に吐出可能なように、移動可能に設け
られていることが好ましい。
【００４８】
　一方、成型ドラム１８の成型溝２３とエンドレスベルト１９で形成されたブレード部材
成型金型中に供給され、成型ドラム１８の回動中に加熱硬化されてブレード部材が形成さ
れる。該ブレード部材が、さらに成型ドラム１８が回動し、エンドレスベルト１９が離れ
る位置に、成型溝２３から取り出すための脱型装置２４が設けられている。
【００４９】
［ブレード部材の製造］
　以下、上記装置を用いたブレード部材の製造について説明する。
【００５０】
（計量・混合・攪拌）
　ポリウレタン樹脂原料を計量、混合攪拌して混合物を調製する。図１に示すようにポリ
ウレタン樹脂原料を混合攪拌する装置は、少なくとも２台のタンク１０ａ及び１０ｂを備
える。また、各タンク出口から計量ポンプ１２ａ及び１２ｂを介してミキシングヘッド１
６に接続され、吐出・循環用配管１４ａ（ｂ）及び１５ａ（ｂ）によってミキシングヘッ
ド１６とタンク１０ａ及び１０ｂを接続している。さらにミキシングヘッド１６は液状物
の導入口と吐出口１６ａを備えたチャンバー内に攪拌用回転子を備えた公知の構造からな
り、ポリウレタン樹脂原料を高精度に吐出できる。このような定量混合機を用い、計量ポ
ンプにより一定量ミキシングヘッドに供給し、混合攪拌を行う。
【００５１】
（吐出）
　成型装置は、外周面に、長手方向を回転方向と平行にして、少なくとも１つの所定寸法
とされたブレード部材の成型溝２３を有した成型ドラム１８、該成型ドラム１８の外周面
に成型溝を覆うように当接されたエンドレスベルト１９が配設された構成をしている。ま
た、成型ドラム１８に内蔵又は近接して、或いは、成型ドラム１８とエンドレスベルト１
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９の圧接された部分のエンドレスベルト１９外側に密接又は近接して、加熱手段が備えら
れている（不図示）。該加熱手段により、成型ドラム１８上の成型溝２３とエンドレスベ
ルト１９とに囲まれた空間内に供給されたポリウレタン樹脂原料を加熱硬化する。成型ド
ラム１８は、例えば、硬質アルミニウム、鉄、ステンレス等からなり、成型ドラムは、水
平な回転軸１７により回転自在に支持され、駆動装置（不図示）により所定速度で回転す
る。
【００５２】
　成型ドラム１８の成型溝２３の配置は、成型ドラム１８の回転方向と平行にブレード部
材の長手方向又は短手方向に配置されている。例えば、図４（ａ）に示すように成型ドラ
ム１８の回転方向と平行にブレード部材の長手方向を配置した、閉じられた成型溝２３で
あってよい。ただし、成型ドラム１８の外周面に設けられた成型溝２３の大きさ、形状、
配置は、製造するブレード部材に合わせて適宜選択することができる。なお、成型溝２３
の断面は、図３（ａ）に示すように矩形であっても、図３（ｂ）に示すように断面が台形
であってもよい。
【００５３】
　エンドレスベルト１９は、例えばステンレス等の金属帯板からなる。金属帯板以外の樹
脂ベルトなどでも使用可能であるが、その時には、樹脂ベルトの外側からも加熱すること
が好ましい。
【００５４】
　エンドレスベルト１９は、成型ドラム１８とは別の駆動機構（不図示）をもつ駆動ロー
ル対２０、エンドレスベルト走行を調整するガイドロール２１及びエンドレスベルト１９
に張力を付与するテンションロール２２に掛け渡されている。成型ドラム１８の周速とエ
ンドレスベルト１９の走行速度は同等とされる。
【００５５】
　また、成型ドラム１８とエンドレスベルト１９の駆動手段を別にすることが、エンドレ
スベルト１９のテンションの低荷重化を図ることができるため好ましい。駆動手段として
は、例えばモータ、クラッチ、ブレーキなどの組み合わせを行うことが考えられる。しか
し、成型ドラム１８の周速に合わせて、成型ドラム１８とエンドレスベルト１９のテンシ
ョンを一定化するために、成型ドラム１８は、モータによる駆動、エンドレスベルト１９
は　パウダーブレーキとモータによる駆動が好ましい。なお、エンドレスベルト１９のキ
ズ、成型品の模様などを考慮しながら、成型ドラム１８の周速とエンドレスベルト１９の
走行速度を設定することが好ましい。
【００５６】
　エンドレスベルト１９に張力を付与するためのテンションロール２２のテンションは、
エンドレスベルト１９を成型ドラム１８に押し当てるテンションと同等かそれよりやや小
さくすることが好ましい。この時、エンドレスベルト１９の駆動中のテンションへの影響
やエンドレスベルト１９の折れ，変形などを考慮して設定する。
【００５７】
　成型ドラム１８の加熱方法としては、外部からと内部からの加熱方法があるが、外部か
らの加熱では、外乱（室温など）に影響されるので、成型ドラム１８を直接加熱できる内
部加熱が好ましい。内部加熱を行う手段としては、電熱、熱オイル、熱水などの手段があ
るが、省スペース、温度管理の面から、電熱が好ましい。なお、加熱温度としては、成型
品へ外観異常等が発生しないことを考慮して、硬化設定温度の±５℃以内に制御すること
が望ましい。±３℃以内で温度制御することが必要な場合には、成型ドラム１８を直接加
熱する内部加熱手段と共にエンドレスベルト１９の外近傍に設けた外部加熱手段（不図示
）で外側から加熱することが望ましい。該外部加熱手段としては、近赤外線、遠赤外線、
高周波、ヒートロール（ヒータ、水、オイル等で加熱される）等があり、これらの公知の
手段より適宜選択すればよい。
【００５８】
　図１に示す装置において、該混合攪拌手段のミキシングヘッド１６にはポリウレタン樹
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脂原料を吐出する吐出口１６ａが設けられている。ミキシングヘッド１６内のポリウレタ
ン樹脂原料は、成型ドラム１８とエンドレスベルト１９とが初めに接触する位置（当接開
始点ともいう）からエンドレスベルト１９の移動方向に対して上流側のエンドレスベルト
１９上に吐出口１６ａより吐出される。
【００５９】
　成型ドラムの回転方向と、長手方向が平行して配置されている成型溝２３を有した成型
ドラムを用いた（図４（ａ））場合、所定速度で回転する成型ドラム１８の位置を検出す
る位置検出手段（不図示）により、例えば、成型溝２３上の吐出開始位置２９を検出する
。その吐出開始位置３０の検出信号からシーケンス（不図示）を介して、エンドレスベル
ト１９上へポリウレタン樹脂原料がエンドレスベルトの位置を考慮して吐出されるように
ポリウレタン樹脂原料の計量・攪拌・混合装置により、吐出口１６ａから吐出される。そ
して、成型ドラム１８の位置検出手段により、成型溝２３上の吐出終了位置３０を検出し
た時に、同様にシーケンスを介して吐出口１６ａからの吐出が停止される。
【００６０】
　なお、吐出開始（終了）位置は必ずしも成型溝２３内に設けておく必要は無く、成型溝
の先端（終端）であってもよい。このように吐出口１６ａからポリウレタン樹脂原料を間
欠吐出することにより、成型ドラム１８とエンドレスベルト１９によって形成される成型
金型内に必要な量のポリウレタン樹脂原料が注入される。なお、注入量は、成型溝２３に
応じて、適宜注入条件を設定することによりコントロールされる。
【００６１】
　また、成型溝２３が成型ドラム１８の回転方向と直交して、長手方向が形成された成型
ドラム１８を用いた（図４（ｂ））場合は、所定速度で回転する成型ドラム１８の位置を
検出する位置検出手段（不図示）により、成型溝２３上の吐出開始位置２９を検出する。
その検出により、成型ドラム１８の回転及びエンドレスベルト１９の走行を停止し、エン
ドレスベルト１９上の成型溝２３の吐出開始位置２９に対応する位置にポリウレタン樹脂
原料が吐出口１６ａより吐出を開始する。その後、吐出口１６ａからエンドレスベルト１
９の幅方向にポリウレタン樹脂原料を吐出させながら移動させる。なお、この移動は、吐
出口１６ａから吐出されたポリウレタン樹脂原料の液滴がエンドレスベルト１９上に到達
してから移動開始することが好ましい。この際、エンドレスベルト１９上へのポリウレタ
ン樹脂原料が均一な厚みに流延するために、吐出開始時にポリウレタン樹脂原料を少量吐
出した後、その液滴がエンドレスベルトに到達した後に再び移動を開始させ、吐出口を移
動させるとよい。
【００６２】
　一方、成型ドラムの位置検出手段を、ポリウレタン樹脂原料の吐出口の移動開始後に成
型溝２３の長手方向に移動させ、成型溝２３上の吐出終了位置３０を検知すると、吐出口
１６ａからのポリウレタン樹脂原料の吐出停止する。なお、ポリウレタン樹脂原料の吐出
の終了位置は、エンドレスベルト１９上の成形溝２３の吐出終了位置３０に相当する位置
とする。そして、その移動速度は、ポリウレタン樹脂原料の硬化速度、成形ドラムの回転
速度等を勘案して、適宜とする。なお、吐出終了位置３０の検出に代えて、単にポリウレ
タン樹脂原料のエンドレスベルト１９上への吐出幅を予め決め、吐出口１６ａが決められ
た幅移動したときをポリウレタン樹脂原料の吐出終了とすることでもかまわない。
【００６３】
　エンドレスベルト１９上に、成型溝２３に対応する幅でポリウレタン樹脂原料が吐出さ
れ、吐出が終了すると、再び成型ドラム１８、エンドレスベルト１９を所定の速度で回転
、走行を開始する。その後、成型ドラム１８とエンドレスベルト１９の当接位置でポリウ
レタン樹脂原料は成型溝（成型金型）２３に充填される。
【００６４】
　ここで、成型ドラム位置検出手段、ポリウレタン樹脂原料の吐出口１６ａは、ポリウレ
タン樹脂原料のエンドレスベルト上への吐出終了後、直ちに元の位置に戻り、次の位置検
出・吐出開始に備える。
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【００６５】
　成型溝の長手方向を成型ドラムの回転方向と平行にした場合は、装置を稼動したままで
の例を示し、直交させた場合は装置を一次止める例を示した。
【００６６】
　しかし、前者においては、ポリウレタン樹脂原料を、吐出口１６ａから吐出した後にエ
ンドレスベルトの走行方向と逆向きに平行移動させながら吐出してエンドレスベルト１９
上に成型溝への必要量を流延し、その終了後に装置の再稼動することもできる。また、後
者においては、装置を稼動させたままであるときは、エンドレスベルト１９上へのポリウ
レタン樹脂原料の吐出流延がエンドレスベルトの走行に直交するように、吐出口１６ａを
移動させる。
【００６７】
　成型ドラムの位置検出手段としては、成型ドラム回転モータ内臓エンコーダ、成型ドラ
ムの回転が検出可能な外部エンコーダ、成型ドラムの溝の位置を検出するセンサーなどが
挙げられ、成型ドラム回転モータ内臓エンコーダが好ましい。ただし、モータ内臓エンコ
ーダに限定されるものではなく、成型ドラムの溝形状、モータなどの種類により、エンコ
ーダ、センサーなどを公知の技術より適宜選択することが可能である。
【００６８】
　位置検出された信号は、そのまま間欠吐出と連動しても良いが、タイマー、位置演算な
ど適宜使用し、信号検出とは一致しない時期に間欠吐出としても良い。なお、位置演算に
より間欠吐出をすることが好ましい。
【００６９】
　ここで、定量混合機のミキシングヘッド１６の吐出口１６ａ位置はエンドレスベルト上
のポリウレタン樹脂原料吐出位置から垂直上方に５ｍｍ以上、２００ｍｍ以内のエンドレ
スベルト１９に配置することが好ましい。５ｍｍ未満であると吐出口１６ａが吐出された
ポリウレタン樹脂原料と接触しやすくなり、吐出口１６ａが汚れてしまう場合があり、そ
の結果、注入したポリウレタン樹脂原料に異物が混入し、高品質な電子写真装置用ブレー
ド部材が得られなくなってしまう可能性がある。２００ｍｍより高い位置から吐出すると
、吐出口１６ａ周辺の空気の流れ等、周囲環境の影響を受けやすく、吐出液の揺らぎ等が
生じる。このため、成型溝に対応するエンドレスベルト１９上の吐出適正位置からずれて
ポリウレタン樹脂原料が吐出されたり、ポリウレタン樹脂原料に気泡が混入したりしてし
まう場合がある。
【００７０】
　また、ポリウレタン樹脂原料の吐出位置は、成型ドラム１８とエンドレスベルト１９が
初めに接触する部分からエンドレスベルト１９の移動方向に対して上流側５ｍｍ以上、３
５０ｍｍ以内のエンドレスベルト１９上の、成型溝に対向する位置であることが好ましい
。上記位置が５ｍｍ未満であると吐出されたポリウレタン樹脂原料は、注入時の気泡混入
や注入ムラがそのまま残ってしてしまうため所望の電子写真装置用ブレード部材が得られ
ない場合がある。また、３５０ｍｍより大きいと、吐出されたポリウレタン樹脂原料が成
型溝の幅を超えて流れて広がってしまい、所望の形状（厚み、大きさ等）でブレード部材
が得られない場合がある。本発明の吐出位置は、エンドレスベルト１９上の成型溝に対向
する位置に調整される。その調整方法はシリンダ、ＮＣ、メカストッパー等、公知技術の
中から選択すれば良い。
【００７１】
　本発明に示すポリウレタン樹脂原料は、加熱によって硬化反応が促進されるが、ポリウ
レタン樹脂原料は、加熱されていないエンドレスベルト１９上に吐出されるので、熱で加
速されるウレタン重合反応が進まない。エンドレスベルト１９は加熱された成型ドラムと
接触後、接触表面が即座に昇温し、エンドレスベルト１９上に吐出されたポリウレタン樹
脂原料は、成型ドラム１８上の成型溝に移動充填されると加熱かつ加圧され、ウレタン重
合反応が開始する。これにより、ポリウレタン樹脂原料をムラなく均一に硬化することが
できる。
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【００７２】
　成型ドラム１８上に設けられた成型溝に直接ポリウレタン樹脂原料が吐出されると、初
めに接触した面で硬化が開始し、成型ドラム１８との接触面のみ先行して硬化が進行し、
その後エンドレスベルト１９と接触しても、流延ムラや硬化ムラが生じる。その結果、ブ
レード部材には表面模様や物性の不均一性が発生してしまう。
【００７３】
　ポリウレタン樹脂原料が吐出される位置でエンドレスベルト１９が３０℃以上になるよ
うな場合は、成型ドラム１８の温度コントロールに影響しない吐出位置の上手に冷却機構
を設けて、吐出位置におけるエンドレスベルト温度を制御することが好ましい。なお、冷
却機構としては、水冷、エアー冷却など公知の冷却手段から適宜選択すれば良い。
【００７４】
（硬化）
　成型ドラム１８の成型溝２３とエンドレスベルト１９により構成される成型金型に充填
されたポリウレタン樹脂原料は所定の時間で加熱硬化される。これにより、ポリウレタン
樹脂原料のウレタン重合反応が成型ドラム１８とエンドレスベルト１９から脱型可能な程
度まで完了し、必要な幅と厚み及び表面性を備えたブレード部材が間欠的に形成される。
【００７５】
　なお、図１に示す製造装置を用いた場合においては、加熱温度は８０乃至２００℃が好
ましく、ポリウレタン樹脂原料が成型ドラム１８とエンドレスベルト１９から脱型可能な
程度までにかかる加熱硬化時間は２０乃至９０秒である。なお、成型ドラム１８とエンド
レスベルト１９から脱型可能な程度までに硬化していれば、脱型を行うことが可能である
ので、加熱温度、加熱時間はポリウレタン樹脂原料の組成、製造装置の構成に合わせて適
宜選択することができる。
【００７６】
（脱型・切断）
　成型ドラム１８の成型溝２３とエンドレスベルト１９で形成された成型金型中で加熱硬
化されたブレード部材は、成型ドラム１８が回転して、脱型位置にきたときに脱型手段２
４により脱型開始される。なお、その脱型手段２４は、成型ドラムの位置検出手段により
、成型ドラム上の成型溝の脱型開始位置を検出し、稼動する。その後、成型ドラム１８の
回転により位置検出手段が該成型ドラム１８上の成型溝２３の脱型終了位置を検出し、脱
型手段２４が脱型を終了して、間欠的にブレード部材が脱型される。なお、脱型手段２４
としては、スクレーパ、吸引など公知のものから、適宜選択すればよい。なお、図１にお
いて、２５は成型ドラム１８から剥離されたブレード部材を成型装置から取り出し搬送す
る搬送手段である。
【００７７】
　間欠的に成型されたブレード部材は、熱収縮を考慮した所定のブレード部材の寸法であ
れば、余計な切断なしで、使用でき、支持部材との接着が可能である。しかし、成型され
たブレード部材を所定の寸法を得るためやブレード部材のエッジ性を確保するために、切
断し、所定のブレード部材とすることもできる。なお、ブレード部材の切断は、刃物によ
る切断、抜きによる切断等、公知の方法から適したものを選択することができる。
【００７８】
（離型処理）
　成型ドラム１８には、少なくともポリウレタン樹脂原料が接触する部分、例えば、成型
溝２３の底面に離型処理を施しておくことが望ましい。離型処理は、離型剤処理装置等を
用い、型表面に離型剤を塗布する方法、成型ドラム１８の表面にＰＴＦＥ、フッ素含有メ
ッキ等のメッキ処理を行う方法、シリコン等離型性のある樹脂をコーティングする方法等
が挙げられる。すなわち、ポリウレタン樹脂の離型が可能であれば、それらの中から適当
な離型処理を選択すれば良い。
【００７９】
　また、エンドレスベルト１９についても、少なくともポリウレタン樹脂原料が、接触す
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る部分に離型処理を施しておくことが望ましい。離型処理としては、離型剤処理装置等を
用い、エンドレスベルト１９表面に離型剤を塗布する方法、エンドレスベルト１９の表面
にＰＴＦＥ、フッ素含有メッキ等のメッキ処理を行う方法、シリコン等離型性のある樹脂
をコーティングする方法等が挙げられる。成型ドラムにおけると同様に、ポリウレタン樹
脂の離型が可能なものから適宜選択すれば良い。
【００８０】
［電子写真装置用ブレード］
　本発明に係る電子写真装置用ブレードは、複写機、レーザービームプリンタ、ＬＥＤプ
リンタ、電子写真製版システム等の電子写真技術を応用した電子写真装置用のクリーニン
グブレード、現像剤量規制ブレード等として用いられるブレードである。電子写真装置用
ブレードは、本発明に係る方法により製造されたブレード部材と、支持部材とが接合され
た構成を有する。支持部材及びブレード部材の形状は、特に限定されず、使用目的に適し
た形状とすることができる。
【００８１】
　支持部材を構成する材料については、特に限定されず、金属、樹脂等を用いることがで
きる。具体的には、鋼板、ステンレス鋼板、亜鉛メッキクロメート皮膜鋼板、クロムフリ
ー鋼板等の金属材料、６－ナイロン、６，６－ナイロン等の樹脂材料を用いることができ
る。支持部材と電子写真装置用ブレード部材の接合方法は、特に限定されず、公知の方法
の中から適宜選択することができる。
【００８２】
（粗面処理）
　本発明に係るブレード部材を現像剤量規制ブレードのブレード部材として用いる場合、
ブレード部材は、少なくとも現像剤担持体に当接される部分において、現像剤と接触する
部分を粗面化しておくことが望ましい。なお、現像剤量規制ブレードは、電子写真装置内
において現像剤担持体との間で現像剤を摩擦帯電させつつ均一薄層状に現像剤量を規制す
るブレードのことである。
【００８３】
　近年、電子写真プロセスは、より高画質化、高速度化が進み、いかに現像剤粒子を均一
に帯電し搬送するかが現像剤量規制ブレードの重要なポイントとなっている。特に現像剤
量規制ブレードの表面性は現像剤の搬送力、帯電量の双方に与える影響が大きく特に重要
である。従来、現像剤粒子を均一に帯電し搬送するには、この現像剤量規制ブレードの電
荷制御面を滑らかにするほど良いと考えられてきた。ところが、近年電荷制御面の平坦性
が、現像剤の均一な帯電及び搬送に与える影響を詳細に研究したところ、電荷制御面をあ
る程度粗面化した方が、現像剤の均一な帯電及び搬送を実現でき、画像スジ及び画像ムラ
等の画像不良を抑制することが見出された。
【００８４】
　従って、成型ドラム１８の成型溝２３の少なくとも現像剤と接触するであろうブレード
部材表面を形成する底面を粗面化されていることが好ましい。これにより、製造されたブ
レード部材を現像剤量規制ブレードに用いた場合、少なくとも現像剤担持体に当接される
部分が粗面化されているため、現像剤の均一な帯電及び搬送が実現される。
【００８５】
　成型ドラム１８の成型溝２３の底面の粗面化方法としては、例えば、物理的手法により
粗面化する方法が挙げられる。物理的手法の具体例としては、サンドペーパー・粗しフィ
ルムを用い、成型ドラム１８表面を粗面化する方法、又は成型溝内に設置する方法、その
他、サンドブラスト法等のショットブラスト法が挙げられる。また、化学的手法により粗
面化することもできる。化学的手法の具体例としては、エッチング法、粗面化微粒子を含
む被膜を形成する方法などがある。粗面化の程度としては、十点平均粗さ（ＲｚJIS）で
２乃至２５μｍが好ましい。
【実施例】
【００８６】
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　以下、実施例を挙げて本発明を説明する。しかし、本発明はこれら実施例により何ら限
定されるものではない。
【００８７】
　ブレード部材のポリウレタン樹脂原料として、下記のものを用いた。
【００８８】
（Ａ）ポリイソシアネート
ＭＤＩ：４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート「ミリオネートＭＴ」（商品名）
、日本ポリウレタン工業株式会社製。
【００８９】
（Ｂ）アジペート系ポリエステルポリオール
ＰＢＡ２０００：数平均分子量２０００のポリブチレンアジペート（ＰＢＡ）のポリオー
ル、「ニッポラン４０１０」（商品名）、日本ポリウレタン工業株式会社製。
ＰＢＡ１０００：数平均分子量１０００のＰＢＡのポリオール、「ニッポラン４００９」
（商品名）、日本ポリウレタン工業株式会社製。
ＰＥＡ２０００：数平均分子量２０００のポリエチレンアジペート（ＰＥＡ）のポリオー
ル、「ニッポラン４０４０」（商品名）、日本ポリウレタン工業株式会社製。
ＰＢＡ４０００：数平均分子量４０００のＰＢＡのポリオール（試作品）。
ＰＢＡ８００　：数平均分子量８００のＰＢＡのポリオール（試作品）。
ＰＢＡ４５００：数平均分子量４５００のＰＢＡのポリオール（試作品）。
【００９０】
　水酸基末端のＰＢＡの数平均分子量は、下記式により算出できる。ここで、式中の水酸
基価は、ＪＩＳ－Ｋ１５５７－１に準じて算出したものである。
　　　　　　数平均分子量＝（１０００／水酸基価）×水酸基数×５６．１１
【００９１】
（Ｃ）鎖延長剤
１４ＢＤ：１，４－ブタンジオール（分子量９０．１）、三菱化学株式会社製。
ＴＭＰ　：トリメチロールプロパン（分子量１３４．２）、三菱ガス化学株式会社製。
【００９２】
（Ｄ）硬化用触媒
・イソシアヌレート化触媒
Ｐ１５　：酢酸カリウムのエチレングリコール（ＥＧ）溶液「ＢＡＢＣＯ　Ｐ１５」（商
品名）、エアプロダクツ　ジャパン株式会社製。
・ウレタン化触媒
ＴＥＤＡ：トリエチレンジアミン「ＤＡＢＣＯ　ｃｒｙｓｔａｌ」（商品名）、エアプロ
ダクツ　ジャパン株式会社製。
【００９３】
（Ｅ）他のポリオール
　（Ｅ）他のポリオールとして、上記（Ｂ）で示したＰＢＡ１０００を用いた。
【００９４】
［実施例１］
（熱硬化性ポリウレタン樹脂原料の調製）
　ＭＤＩ　３２．０質量部と、ＰＢＡ２０００　６１．０質量部を８０℃窒素雰囲気下３
時間反応して、ＮＣＯ含有量８．８％のプレポリマーを得た。一方、１４ＢＤ　３．９質
量部、ＴＭＰ　３．２質量部及びウレタン硬化用触媒（イソシアヌレート化触媒とウレタ
ン化触媒の併用）を混合し、硬化剤組成物を得た。イソシアヌレート化触媒として「Ｐ１
５」を、ポリウレタン樹脂原料における配合量が８０ｐｐｍとなるように、また、ウレタ
ン化触媒としてＴＥＤＡを、ポリウレタン樹脂原料におけるウレタン化触媒の配合量が３
４０ｐｐｍになるようにした。
【００９５】
　前記プレポリマーと硬化剤組成物をそれぞれタンク１０ａ、１０ｂに投入し、計量ポン
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プ１２ａ、１２ｂにより計量しながらミキシングヘッド１６に供給した。ミキシングヘッ
ド１６で均一に攪拌・混合しながら、ポリウレタン樹脂原料を調整した。この時の粘度は
１４００ｍＰａ・ｓであった。
【００９６】
（ブレード部材の製造）
　ブレード部材の製造には、図１に示す装置を用いた。なお、成型装置の成型ドラム１８
は鉄製であり、回転軸１７により回転自在に、概略水平に支持されている。成型ドラム１
８は、その外周に電子写真装置用ブレード部材となる長さ２５０ｍｍ、幅１５ｍｍ、深さ
１ｍｍの成型溝２３が長手方向を成型ドラムの回転方向と平行にして４つ配置されている
。成型ドラムの外周はフッ素含有メッキ処理を施されている。本実施例においては、成型
ドラム１８は駆動装置により、１．０ｒｐｍで回転させた。
【００９７】
　エンドレスベルト１９は金属製であり、成型ドラム１８上の成型溝２３を覆うように、
成型ドラム１８当接して配置されている。エンドレスベルト１９のポリウレタン樹脂原料
が接触する部分には、フッ素含有メッキ処理を施されている。このエンドレスベルト１９
は、成型ドラム１８とは別の駆動機構をもつ駆動ロール２０、エンドレスベルト走行を調
整するガイドロール２１、エンドレスベルトに張力を付与するテンションロール２２、に
掛け渡されている。なお、エンドレスベルト１９の走行速度は成型ドラムの周速とあわせ
た。また、エンドレスベルト１９の成形ドラム１８へのテンションは９０Ｎであり、エン
ドレスベルト１９へのテンションロール２２のテンションは３０Ｎであった。
【００９８】
　ここで、別々に構成された成型ドラム１８とエンドレスベルト１９の駆動は、成型ドラ
ム１８とエンドレスベルト１９全体のテンションを一定化するために、成型ドラム１８側
はモータで、また、エンドレスベルト１９側はパウダーブレーキ＋モータで行った
　図１に示す装置において、ミキシングヘッド１６にはポリウレタン樹脂原料を吐出でき
る吐出口１６ａが設けられている。ミキシングヘッド１６内のポリウレタン樹脂原料は、
成型ドラム１８とエンドレスベルト１９が当接する位置からエンドレスベルト１９の移動
方向に対して上流側のエンドレスベルト１９上に吐出口１６ａより吐出される。この時、
成型ドラム１８及びエンドレスベルト１９は所定の速度で回転及び走行しており、成型ド
ラムの位置検出手段により、成型溝２３内の開始位置２９が検出された（図４（ａ））時
、エンドレスベルト１９上の成型溝に対向する位置に原料の吐出を開始した。その後、成
型ドラムの位置検出手段が成型溝２３内の終了位置３０（図４（ａ））を検出した時に、
原料の吐出を終了した。なお、総ポリウレタン樹脂原料の吐出量は、成型ドラム１８の成
形溝２３とエンドレスベルト１９によって形成される成形金型に対応した必要な量であっ
た。
【００９９】
　成型ドラムの位置検出手段は、成型ドラム回転モータ内臓エンコーダを使用し、成型ド
ラム取り付け時に成型溝の位置とエンドレスベルト上の吐出位置を照合し、予め間欠吐出
タイミングの設定を行った。成型ドラム回転モータ内臓エンコーダにより位置検出された
信号は、定量混合機に連動させて、ポリウレタン樹脂原料を間欠吐出した。
【０１００】
　ポリウレタン樹脂原料の吐出位置は、成型ドラム１８とエンドレスベルト１９の当接開
始位置からエンドレスベルト１９の移動方向に対して上流側に５ｍｍ離れたエンドレスベ
ルト１９上であって、成型溝２３に対向する位置であった。また、ポリウレタン樹脂原料
の吐出はエンドレスベルト表面から垂直方向に５ｍｍ上部の位置とした。
【０１０１】
　吐出されたポリウレタン樹脂原料は、成型ドラム１８の成型溝２３内において成型ドラ
ム１８を内蔵したカートリッジヒータにて１３５℃に温度調整し、４０秒間加熱硬化した
。
【０１０２】
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　成型ドラム１８の成形溝２３とエンドレスベルト１９で形成された成形金型内で硬化し
たブレード部材を、成型ドラムの位置検出手段により、脱型開始位置（不図示）を検出し
た時、脱型手段２４により脱型開始する。その後、成型ドラムの位置検出手段により、脱
型終了位置（不図示）を検出した時、脱型手段２４の脱型を終了して、間欠的に長さ２５
０ｍｍ、幅１５ｍｍ、厚み１ｍｍの電子写真装置用ブレードのブレード部材を得た。なお
、　脱型手段としては、スクレーパを用いた。
【０１０３】
（現像剤量規制ブレードの製造）
　得られたブレード部材を、ウレタン変性オレフィン樹脂及びアクリル変性オレフィン樹
脂を含む非クロム表面処理層を有する電気亜鉛メッキ鋼板ジンコート２１（商品名：新日
本製鐵（株）製）製の支持部材に、接着剤にて接着して現像剤量規制ブレードを得た。な
お、接着剤としてはフィルム状ホットメルト接着剤エルファン－ＵＨ（商品名：日本マタ
イ（株）製）を使用し、接着は加熱接着によった。
【０１０４】
　上記で調製したポリウレタン樹脂原料の粘度、製造した現像剤量規制ブレードのゴム硬
度、ゴム硬度差、硬化ムラによる表面模様、気泡・異物の混入、及び作製した現像剤量規
制ブレードを画像形成装置に組み込んで得られる画像評価について下記方法で評価した。
得られた結果を表１に示す。
【０１０５】
（粘度の測定）
　上記で調製したポリウレタン樹脂原料の粘度を、ブルックフィールド社製デジタル粘度
計レオメータＤＶ－ＩＩＩ（商品名）を用いて、測定を行った。測定は円盤形スピンドル
を使用し、スピンドル回転数を１０ｒｐｍにて測定を行った。
【０１０６】
（ゴム硬度及びゴム硬度差の測定）
　ゴム硬度はＨ．Ｗ．ウォーレス（ＷＡＬＬＡＣＥ）社製のウォーレス微小硬度計（商品
名）を用い、ＪＩＳ　Ｋ６２５３に基づいて国際ゴム硬さ（ＩＲＨＤ）を測定した。製造
したブレード部材の中央部、その両側へ５０ｍｍ、１００ｍｍ離れた箇所の計５箇所を測
定し、それらの平均値をゴム硬度とし、それらの最大値と最小値の差を硬度差とした。
【０１０７】
（硬化ムラ（表面模様）の評価）
　表面の硬化ムラは、製造したブレード部材の表面を目視により確認し、表面模様の有無
を観察し、以下の基準で評価した。
○：表面模様が無い。
△：外観上識別できる表面模様が有るが、問題なく使用できる程度。
×：画像不良が発生するレベルの表面模様が有る。
【０１０８】
（気泡・異物の混入の評価）
　気泡の混入、異物の混入は、製造したブレード部材の表面を目視により気泡、異物の有
無を確認し、以下の基準で評価した。
○：気泡（異物）の混入は無い。
△：気泡（異物）の混入が僅かに見られるが、問題ない程度。
×：気泡・異物の混入が有り、使用には問題がある。
【０１０９】
（画像評価）
　作製した現像剤量規制ブレードを組み込んだ画像形成装置「ＬＡＳＥＲ　ＳＨＯＴ－Ｌ
ＢＰ」（商品名、キヤノン株式会社製）用カートリッジを用いて、画像評価用標準チャー
トを連続１０枚画出し、出力１０枚目の画像を目視により観察し、下記基準で評価した。
なお、画像評価は、ゴースト、画像スジについて行った。
【０１１０】
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・ゴースト
○：ゴーストの発生は確認されない。
△：僅かにゴーストが確認されるが、支障がない程度。
×：はっきりゴーストが確認される。
【０１１１】
・画像スジ
○：画像スジの発生は確認されない。
△：画像スジが画像上の僅かな変化として確認されるが、支障がない程度。
×：画像スジが画像上の大きな変化として確認される。
【０１１２】
［実施例２］
　硬化剤組成物をＰＢＡ１０００　１４．９質量部、１４ＢＤ　２．６質量部，ＴＭＰ　
２．１質量部及び実施例１と同濃度になる量の硬化用触媒から製造した。一方、実施例１
と同じプレポリマーを８０．４質量部（ＭＤＩ　２７．７質量部、ＰＢＡ２０００　５２
．７質量部）を用意した。以下実施例１と同様にしてブレード部材を製造し、さらに現像
剤量規制ブレードを作製した。これらについて、実施例１と同様の評価を行った。得られ
た結果を表１に示す。
【０１１３】
　なお、前記ポリウレタン樹脂原料における成分（Ｂ）に該当するＰＢＡ２０００と成分
（Ｅ）の他のポリオールに該当するＰＢＡ１０００質量比率（Ｄ）／（Ｅ）０．２８であ
り、これらから算出されるポリオールの数平均分子量は１７８０であった。また、この時
のポリウレタン樹脂原料の粘度は１３００ｍＰａ・ｓであった。
【０１１４】
［実施例３］
　成分（Ｂ）としてＰＥＡ２０００を用いた以外は実施例１と同様にして、ブレード部材
を製造し、さらに、現像剤量規制ブレードを作製した。これらについて、実施例１と同様
の評価を行った。得られた結果を表１に示す。なお、この時のポリウレタン樹脂原料の粘
度は１４００ｍＰａ・ｓであった。
【０１１５】
［実施例４］
　成分（Ｂ）として試作したＰＢＡ４０００を用い、ＭＤＩの仕込み量を調整して得たＮ
ＣＯ含有量８．８％のプレポリマーを用いた以外は実施例１と同様にして、ブレード部材
を製造し、さらに現像剤量規制ブレードを作製した。これらについて、実施例１と同様の
評価をした。得られた結果を表１に示す。なお、この時のポリウレタン樹脂原料の粘度は
１４００ｍＰａ・ｓであった。
【０１１６】
［実施例５］
　成分（Ｂ）としてＢＰＡ１０００を用い、ＭＤＩの仕込み量を調整して得たＮＣＯ含有
量８．８％のプレポリマーを用いた以外は実施例１と同様にして、ブレード部材を製造し
、さらに、現像剤量規制ブレードを作製した。これらについて、実施例１と同様の評価を
行った。得られた結果を表１に示す。なお、この時のポリウレタン樹脂原料の粘度は２０
００ｍＰａ・ｓであった。
【０１１７】
［実施例６］
　ＮＣＯ含有量１５％のプレポリマーを、ＭＤＩ　３５．９質量部とＢＰＡ２０００　３
４．７質量部を８０℃窒素雰囲気下３時間反応させて得た。一方、硬化剤組成物をＢＰＡ
１０００　２２．３質量部、１４ＢＤ　３．９質量部、ＴＭＰ　３．２質量部及び実施例
１と同濃度になる量の硬化用触媒を混合して調製した。硬化用触媒の配合量は実施例１と
同様にした。以下実施例１と同様にして、ブレード部材を製造し、さらに、現像剤量規制
ブレードを作製した。これらについて、実施例１と同様の評価をした。得られた結果を表
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１に示す。
【０１１８】
　なお、ポリウレタン樹脂原料における成分（Ｂ）に該当するＰＢＡ２０００と成分（Ｅ
）に該当するＰＢＡ１０００の質量比率（Ｅ）／（Ｂ）は０．６４であり、これらから算
出されるポリオールの数平均分子量は１６００であった。また、この時のポリウレタン樹
脂原料の粘度は５００ｍＰａ・ｓであった。
【０１１９】
［実施例７］（粘度３０００ｍＰａ・ｓ）
　ＮＣＯ含有量の５％のプレポリマーを、ＭＤＩ　２１．４質量部とＢＰＡ２０００　６
６．４質量部を８０℃窒素雰囲気下３時間反応させて得た。一方、ＢＰＡ１０００　９．
３質量部、１４ＢＤ　１．６質量部、ＴＭＰ　１．３質量部及び実施例１同様の同濃度に
なる量の硬化用触媒を混合して、硬化剤組成物を調製した。以下、実施例１と同様にして
、ブレード部材を製造し、さらに、現像剤量規制ブレードを作製した。これらについて、
実施例１と同様の評価を行った。得られた結果を表１に示す。
【０１２０】
　なお、ポリウレタン樹脂原料における成分（Ｂ）に該当するＰＢＡ２０００と成分（Ｅ
）に該当するＰＢＡ１０００の質量比率（Ｅ）／（Ｂ）は０．１４であり、これらから算
出されるポリオールの数平均分子量は１８８０であった。また、この時のポリウレタン樹
脂原料の粘度は３０００ｍＰａ・ｓであった。
【０１２１】
［実施例８乃至１１］
　イソシアヌレート化触媒およびウレタン化触媒の配合量を表１に示すように用いる以外
は実施例２と同様にして、ブレード部材を製造し、さらに、現像剤量規制ブレードを作製
した。これらについて、実施例２と同様の評価をした。得られた結果を表１に示す。なお
、この時のポリウレタン樹脂原料の粘度はいずれも１４００ｍＰａ・ｓであった。
【０１２２】
［比較例１、２］
　成分（Ｂ）として試作したＢＰＡ８００またはＢＰＡ５００を用い、ＭＤＩの量を調節
して得たＮＣＯ含有量８．８質量％のプレポリマーを用いた以外は実施例１と同様にして
、ブレード部材を製造し、さらに現像剤量規制ブレードを作製した。これらについて、実
施例１と同様の評価を行った。結果を表２に示す。なお、この時のポリウレタン原料の粘
度はそれぞれ５５０ｍＰａ・ｓ（比較例１）、２０００ｍＰａ・ｓ（比較例２）であった
。
【０１２３】
［比較例３］
　ＮＣＯ含有量２０％のプレポリマーをＭＤＩ　４１．２質量部とＢＰＡ２０００　２３
．１質量部を８０℃窒素雰囲気下３時間反応させて得た。一方、ＢＰＡ１０００　２７．
１質量部、１４ＢＤ　４．７質量部、ＴＭＰ　３．９質量部及び実施例１と同濃度となる
硬化用触媒を混合し、硬化剤組成物を調製した。以下、実施例１と同様にして、ブレード
部材を製造し、さらに現像剤量規制ブレードを作製した。これらについて、実施例１と同
様の評価を行った。結果を表２に示す。
【０１２４】
　なお、ポリウレタン樹脂原料における成分（Ｂ）に該当するＰＢＡ２０００と成分（Ｅ
）に該当するＰＢＡ１０００の質量比率（Ｅ）／（Ｂ）は１．１７であり、これらから算
出されるポリオールの数平均分子量は１４６０であった。また、この時のポリウレタン樹
脂原料の粘度は４２０ｍＰａ・ｓであった。
【０１２５】
［比較例４］
　ミキシングヘッド１６内で均一に攪拌・混合しながら、吐出時のポリウレタン樹脂原料
の粘度が３８００ｍＰａ・ｓになるまでポリウレタン樹脂原料を滞留させた以外は実施例
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７と同様にして、ブレード部材を製造し、さらに、現像剤量規制ブレードを作製した。こ
れらについて、実施例７と同様の評価を行った。得られた結果を表２に示す。
【０１２６】
［比較例５乃至８］
　表２に示すように硬化用触媒組成をする以外は実施例２と同様にして、ブレード部材を
製造し、さらに現像剤量規制ブレードを作製した。これらについて、実施例２と同様の評
価を行った。結果を表２に示す。なお、この時のポリウレタン樹脂原料の粘度は、触媒組
成に応じて変化し、それぞれ１２００ｍＰａ・ｓ（比較例５）、５００ｍＰａ・ｓ（比較
例６）、３０００ｍＰａ・ｓ（比較例７）、１４００ｍＰａ・ｓ（比較例８）であった。
【０１２７】
［比較例９］
　ポリウレタン樹脂原料の成型溝２３へ直接吐出できるように、ポリウレタン樹脂原料の
吐出位置を図１における成型ドラム１８の頂点２７の垂直方向に５ｍｍ上部に移した。こ
の装置を用い、実施例２と同じポリウレタン樹脂原料を用い、成型溝２３へ直接ポリウレ
タン樹脂原料を吐出し、以下、実施例２と同様の条件でブレード部材を製造し、さらに、
現像剤量規制ブレードを作製した。これらについて、実施例２と同様の評価を行った。結
果を表２に示す。
【０１２８】
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【表１】

【０１２９】



(23) JP 2012-192603 A 2012.10.11

10

20

30

40

50

【表２】

【０１３０】
［実施例１２］
　成型ドラム１８として、その外周にブレード部材となる長さ２５０ｍｍ、幅１５ｍｍ、
深さ１ｍｍの閉じられた成型溝２３を、その長手方向を成型ドラムの回転方向に直行して
、２０箇所設けたものを用いた（図４（ｂ））。一方、ポリウレタン樹脂原料として実施
例１と同じものを用いた。
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【０１３１】
　成型ドラム１８の回転により、成形溝２３に設けられた吐出開始位置２９を検出したら
、一旦装置を停止し、ポリウレタン樹脂原料を吐出口１６ａより吐出を開始し、吐出口を
成型ドラム１８（エンドレスベルト１９）の移動方向と垂直方向に移動させた。成形ドラ
ムの位置検出手段が成形溝２３の吐出終了位置３０を検出すると、成形ドラムの位置検出
手段及び吐出口１６ａの移動を停止し、停止後にポリウレタン樹脂原料の吐出を停止した
。その後、再び成型ドラム１８及びエンドレスベルト１９を回転（走行）させた。一方、
成形ドラムの位置検出手段及び吐出口は次の成型（吐出）に供えて、そのまま待機させた
。なお、成形ドラムの位置検出手段及び吐出口１６ａは、元の位置に戻して、次の成型に
備えさせることも可能である。
【０１３２】
　ポリウレタン樹脂原料のエンドレスベルト１９上への吐出位置の移動は、混合機の吐出
口１６ａをＮＣにより、移動させることによった。なお、成型ドラム１８の回転、停止を
繰り返し、ポリウレタン樹脂原料が成型ドラム１８の成型溝２３とエンドレスベルト１９
で形成される成型金型中での加熱硬化時間が４０秒となるようにした。また、成型ドラム
は内蔵したカートリッジヒータにて１３５℃に温度調整した。
【０１３３】
　成型ドラムの位置検出手段は、成型ドラム回転モータ内臓エンコーダを使用し、成型ド
ラム取り付け時に成型溝２３の位置とエンドレスベルト１９上の吐出位置を照合し、予め
間欠吐出位置を設定した。また、成型ドラム回転モータ内蔵エンコーダにより位置検出さ
れた信号は、定量混合機と連動して、間欠吐出を行った。
【０１３４】
　成型金型内で加熱硬化して作成されたブレード部材は、成型ドラムから脱型手段により
取り出され、以下実施例１と同様にして現像剤量規制ブレードを作製した。得られたブレ
ード部材、現像剤量規制ブレードの評価を実施例１と同様に行ったところ、実施例１と同
等の結果を得た。
【０１３５】
［実施例１３］
　実施例１において、ポリウレタン樹脂原料の吐出位置を、成型ドラム１８とエンドレス
ベルト１９の当接開始位置から上流側に３５０ｍｍ離れたエンドレスベルト１９上の成型
溝２３に対向する位置とした。また、ポリウレタン樹脂原料の吐出はエンドレスベルト表
面から垂直上方に２００ｍｍとした。その他は実施例１と同様にして、ブレード部材を製
造し、現像剤量規制ブレードを作製した。得られたブレード部材、現像剤量規制ブレード
の評価を実施例１と同様に行ったところ、実施例１と同等の結果を得た。
【０１３６】
［実施例１４］
　実施例１において、ポリウレタン樹脂原料の吐出位置を、成型ドラム１８とエンドレス
ベルト１９の当接開始位置から上流側に４００ｍｍ離れたエンドレスベルト１９上の成形
溝２３に対向した位置とした他は、実施例１と同様にして、ブレード部材を製造した。こ
れを用いて実施例１と同様に現像剤量規制ブレードを作製したが、成型溝２３よりもポリ
ウレタン樹脂原料の液が広がってしまったために、形状安定性が不足で、評価不可のブレ
ード部材が幾つかできた。なお、良好な形状のものを用いて作製した現像剤量規制ブレー
ドは実施例１と同様に良好な性能であった。
【０１３７】
［実施例１５］
　実施例１において、ポリウレタン樹脂原料の吐出をエンドレスベルト表面から垂直方向
に２５０ｍｍ上部の位置とした他は、実施例１と同様にして、ブレード部材を製造した。
得られたブレード部材を目視にて観察したところ、気泡等が混入したものがあった。なお
、良好な形状のものを用いて作製した現像剤量規制ブレードは実施例１と同様に良好な性
能であった。
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【０１３８】
　上記の結果より、実施例では、硬化速度の速いポリウレタン樹脂原料を使用しても、硬
度等物性のムラが減少し、外観上の模様や気泡混入の発生が低減し、画像評価も良好な結
果が得られた。これに対して、比較例では、硬化後のポリウレタン樹脂の硬度差が大きく
、表面に硬化ムラ模様が発生し、気泡・異物の混入が発生し画像不良が発生した。
【０１３９】
　なお、実施例で使用した以外のポリイソシアネート、アジペート系ポリエステルポリオ
ール、鎖延長剤、イソシアヌレート化触媒及びウレタン化触媒について、詳細な説明で記
載したものを使用した場合も、同様に良好な結果が得られた。
【０１４０】
　また、長さ２５０ｍｍ、幅１５ｍｍ、深さ２ｍｍの成型溝２３が形成されている成型ド
ラムを用い、実施例１～１１、比較例１～９と同様にして、長さ２５０ｍｍ、幅１５ｍｍ
、厚み２ｍｍのブレード部材を作成した。その後、刃物により幅１４ｍｍになるように切
断して、エッジをつけた後、実施例１と同様にして、クリーニングブレード用支持部材に
接着し、クリーニングブレードを作製した。得られたクリーニングブレードを「ＬＡＳＥ
ＲＳＨＯＴ－ＬＢＰ」（商品名）用カートリッジに組み込み、画像出力して、クリーニン
グ不良による画像スジの発生の様子を確認した。その結果、実施例１～１１と同様にして
製造したクリーニングブレードは良好なクリーニング機能が発揮して、良好な画像が得ら
れた。しかし、比較例１～９と同様にして製造したものでは、ブレード部材のエッジ部で
の欠けやすり抜けによるクリーニング不良や画像スジが発生した。
【産業上の利用可能性】
【０１４１】
　本発明によれば、硬化時間の速いポリウレタン樹脂原料を使用して、硬度等物性のムラ
が少なく、外観上の模様や気泡混入の発生が低減した高品質な電子写真装置用ブレード部
材を個別に間欠的に成型することができ、生産効率が高く、自動化が容易な構造であり、
設備コストも安くできる。
【０１４２】
　更に、電子写真技術分野に限らず、ブレードを使用する分野に対しても高品質なブレー
ドを安価に提供することができる。
【符号の説明】
【０１４３】
１０ａ、１０ｂ　タンク
１２ａ、１２ｂ　計量ポンプ
１４ａ、１４ｂ　吐出用配管
１５ａ、１５ｂ　循環用配管
１６　　　　　　ミキシングヘッド
１６ａ　　　　　吐出口
１７　　　　　　成型ドラム駆動回転軸
１８　　　　　　成型ドラム
１９　　　　　　エンドレスベルト
２０　　　　　　ベルト駆動ロール対
２１　　　　　　ガイドロール
２２　　　　　　テンションロール
２３　　　　　　成型溝（成型金型）
２４　　　　　　脱型手段
２５　　　　　　搬送手段
２７　　　　　　成型ドラムの頂点
２９　　　　　　吐出開始位置
３０　　　　　　吐出終了位置
３１　　　　　　成型ドラム回転方向
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